
 

 

管理不全土地（及び建物）管理命令申立書 

（所有者不明土地法４２条３項、５項） 

 

 

 

 

令和○年○月○日 

東京地方裁判所 御中 

 

申立人代理人弁護士  ○ ○ ○ ○ ㊞ 

 

貼用印紙         円 

予納郵券         円 

    

第１ 当事者の表示 

別紙当事者等目録記載のとおり 

 

第２ 申立ての趣旨 

  □ 別紙物件目録記載の土地（以下「本件土地」という。）について

管理不全土地管理人による管理を命ずる 

  □ （※５項による申立てもする場合）別紙物件目録記載の建物（以

下「本件建物」という。）について管理不全建物管理人（所有者不

明建物管理人）による管理を命ずる 

  との裁判を求める。 

 

第３ 申立ての原因（申立てを理由づける事実の記載※理由ごとに資料番号を付す。）  

収入  

印紙  

円  



 

 

※  申立ての原因においては、以下の事項について記載してください。

なお、申立書副本は、本件土地（本件建物）の所有者に送付いたしま

すので、ご留意ください。 

１ 本件土地が管理不全所有者不明土地であること（所有者不明土地法

３８条１項参照） 

⑴ 所有者不明土地であることを基礎づける具体的事情  

□ 本件土地に係る所有者の探索等をした結果は土地所有者の

探索に関する報告書のとおり  

□ その他参考となる事情等  

 （                          ）  

⑵ 所有者による管理が実施されておらず、かつ、引き続き管理が実 

施されないことが確実であると見込まれることを基礎づける具体的

事情  

 （                          ）  

 

２ 次の⑴に掲げる事態の発生を防止するため特に必要があること（所

有者不明土地法４２条３項参照） 

⑴ 所有者不明土地法４２条３項１号、２号に掲げる事態の発生を基

礎づける具体的事情 

□ 本件土地における土砂の流出又は崩壊その他の事象によりそ

の周辺の土地において災害を発生させること（所有者不明土地法

４２条３項１号参照）  

 （                          ）  

□ 本件土地の周辺の地域において環境を著しく悪化させること

（所有者不明土地法４２条３項２号参照）  

 （                          ）  



 

 

⑵ 上記⑴の事態の発生を防止するため特に必要があることを基礎づ

ける具体的事情  

 （                          ）  

３ 所有者不明土地法４２条５項による申立てをする場合 

⑴ 本件土地上に本件建物があること 

⑵ 本件建物の適切な管理のため特に必要があることを基礎づける具

体的事情  

（                          ）  

⑶ □ 所有者不明建物管理命令の申立てをする場合（民法２６４条

の８）  

※記載内容は、所有者不明土地（建物）管理命令申立書（汎

用）を参照ください。  

 

⑷ □  管理不全建物管理命令の申立てをする場合 (民法２６４条の 

１４）  

※記載内容は、管理不全土地（建物）管理命令申立書（汎用）

を参照ください。  

 

 

 

４ 所有者による土地（及び建物）の管理が不適当であることによって

他人の権利又は法律上保護される利益が侵害され、又は侵害されるお

それがある場合に該当することを基礎づける具体的事情（民法２６４

条の９第１項、２６４条の１４第１項参照） 

 （                          ）  

 



 

 

 

 

５ 発令の必要性（民法２６４条の９第１項、２６４条の１４第１項

参照） 

□ 上記２⑵と同様  

 （                          ）  

□ その他参考となる事情等  

 （                          ）  

 

 

６ 権利侵害等の解消のために必要とされる管理行為の具体的内容 

 （                          ）  

 

 

７ よって、申立ての趣旨記載の裁判を求める。 

添付書類 

  □申立書副本 

  □委任状（弁護士が代理人となるとき） 

  □資格証明書（法人が所有者であるとき） 

  □所有者の土地又は建物に係る登記事項証明書 

  □建物の敷地利用権を証明する資料（該当する場合） 

  □不動産登記法第１４条１項の地図又は同条４項の地図に準ずる図

面の写し 

  □土地（建物）の所在地に至るまでの通常の経路及び方法（土地

（建物）の住居表示を記載する。）を記載した図面 

  □（申立人が保有する場合）土地（建物）の現況調査報告書又は評



 

 

価書 

  □（登記されていない場合）土地についての不動産登記令第２条第

２号に規定する土地所在図及び同条第３号に規定する地積測量図 

  □（登記されていない場合）建物についての不動産登記令２条５号

に規定する建物図面及び同条６号に規定する各階平面図 

  □所有者の土地（建物）について、適切な管理が必要な状況にある

ことを裏付ける資料 

  □土砂の除去等、管理不全土地（建物）を適切に管理するために必

要となる費用に関する資料（業者による簡易な見積りをした結果

等） 

□土地所有者の探索等に関する報告書 

 

  



 

 

（別 紙） 

当事者等目録 

 

〒●●●‐●●●● 

東京都●●区●●町●丁目●●番●●号 

        申立人      ●●区長 ●● ●● 

 

〒●●●‐●●●● 

東京都●●区●●町●丁目●●番●●号（送達場所） 

        上記代理人弁護士 ●● ●● 

         電話番号 

         ＦＡＸ番号 

 

〒●●●‐●●●● 

東京都●●区●●町●丁目●●番●●号 

        土地（建物）所有者   ●● ●● 

 

（※土地と建物の所有者が異なる場合） 

〒●●●‐●●●● 

東京都●●区●●町●丁目●●番●●号 

        建物所有者       ●● ●● 

 

 

  



 

 

（別紙） 

物 件 目 録 

 

（土地） 

所 在 

地 番 

地 目 

地 積 

 

 

 

（建物）※所有者不明土地法４２条５項による申立ての場合 

所  在 

家屋番号 

種  類 

構  造 

床 面 積 

 


